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官庁統計における行政管理庁の役割

1. はじめに

今日，わが国においては，経済社会の広汎な分

野にわたって統計が作成されている.これらの統

計は，国や地方公共団体における施策の企画立

案，評価などに利用されているのをはじめとし

て，民間企業の経営に，学校や大学の教育研究，

家庭の生活設計などにいたるまで，統計がその重

要な指標として用いられており日刊紙，月刊誌等

の刊行物においても各種の統計が多く使用されて

いる.

これらわが国の統計の大部分は，いわゆる官庁

統計であり，固または地方公共団体によって作成

されている.国または地方公共団体は，広くかっ

多様な分野において行政を進める必要があり，そ

のためには，所轄の行政分野について，正確な統

計資料を必要とすること，官庁が行政上の必要か

ら統計調査の対象である国民および企業と密接

する組織を有しており，しかも，営利に結びつか

ない中立的立場から調査を実施できることなどを

その理由としてあげることができょう.

類型的には，官庁統計の組織は，すべての統計

業務を一つの省庁あるいは部局に集中して行なう

場合と，統計業務を各省庁または部局で、それぞれ

行なう場合とに大別することができる.前者は集

中型，後者は分散型とよばれており，その長所と

して，前者は，調査の重複の排除が比較的容易で

あること，後者は，行政の実務に必要な資料を必
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要な時期に入手し利活用しやすいこと等があげら

れるが，これはあくまで理論的，類型的な区分で

あり，現実の統計組織は，国と地方との関係，年

代，人口規模，行政組織全般の仕組み等の要因に

よって異なっており，完全な集中型と完全な分散

型との間にあって，集中度の高いもの，分散度の

高いもの等々として位置づけられるべきものであ

るといえよう.

わが国の場合，沿草的にみて，各省庁が自己の

所轄する行政分野の統計を作成する分散的な機構

となっているが，このような場合，分散型の短所

を補うために，各省庁の統計活動を調整する機闘

が必要となり，行政管理庁行政管理局(統計)がそ

のような役割を果たすべき機関として設置されて

いる.

そこで，本稿では，わが国の官庁統計の仕組み

および行政管理庁の役割について以下，述べるこ

ととする.

2. 官庁統計の仕組み

わが国の官庁統計組織は，明治初期以来，次第

に整備され，発展してきたが，第二次大戦の勃発

とともに，戦時体制の中で統計業務は不要不急視

され，その組織も縮小された.昭和20年の大戦の

終結とともに，国土の再建，インプレーションの

克服，経済の安定等のための基礎資料として，正

確な統計の整備が必要となり，一方，連合平総司

令部も，占領行政の円滑な遂行のため各種の統計
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資料の整備を政府に要求した.

このような情勢を背景として，昭和21if.に統計

掛疫の改善?こ窮する委員会が麗議了解によって設

置され，同年10月，大内兵衛委員長は「統計制度

改善に関する件」を内閣総理大臣に答申した.こ

の答申を要約するとつぎのとおりである.

舎新たに丹麗総理大臣を会長とする統計委員

会を設けて，すべての麓要統計に関して，その企

画または企画の審査，監査の機能をもたせ，広く

統計制度の改善に関する立案に当たらしめるこ

と.

窃経済安定本部に中央統計局，各省庁に統計

専管局課を設けること.

① 都道府県に統計課を，市町村に統計課また

は専任の統計主任を躍くこと.

@統計課査のうち，民間機関において行なう

のが適当なものは，民間機関に委せること.

@ 統計関係職員および統計調査員の資格を定

め，その待遇の改善た図ること.

告統計に爵する基本法を制定して，以上の各

項のために必要な規定合整備すること.

この答申は，その後の日本統計制度再建の基本

方針として尊重され，連次その実施が関られてい

った.すなわち，諮和21年12月には統計委員会が

設穫され，統計に関する総合調整機関として，統

汗法の起草，統計機構の整備，統計体系の確立，

統計基準の設定等の業務に取り組んできたが，昭

和27年 8 尽には，問委員会の廃止とともにその機

能が，行政管理庁統計基準蔀および統計審議会に

引き継がれた.統計基準部は，昭和均年に統計基

準局となり，さらに，昭和43年の行政改革( 1 省

庁 1 局削減)により，行政管理局の統計部門とし

て環夜に至っている.

中央統計機構については，昭和22年，内閣統計

局が総理庁統計局(昭和24年に総理府統計局)とな

ったほか，新たに，農林省統計調査局，商工省調

査統計昂，労{動省労鱗統計謁査局が設襲まされ，翌

23年には厚生省衛生統計部が設けられたが，昭和
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24年の行政改革により，局が部に変質された(総

盟府統計局を除く).その後，昭和38年に運輸省に

統計課査部が新設された.

地方統計機構については，昭和22年に「地方統

計機構整備要綱J の閣議決定がなされ，都道府県

に5030名，市町村にi万300名の統計専住職員が配

れることとなった.しかしながら，その後，

都道府県の統計専任職員の予算定員は，累次の糊

減を余儀なくされ，また，市町村の統計専任職員

の経費は，地方財政平衡交付金(現在の地方交付

税)制度の中で措聾されることとなり，今尽に至

っている，

なお，統計関係の基本法として昭和22年に統計

法が制定されるとともに，国民の申告負担の軽減

および行政事務の能率化を留る見地から昭和27年

に統計報告調整法が鍛定され，以来，わが冨の統

計は，この 2 法を柱として，改善，整備されてき

た.

以上のような沿革を経て，戦後の官庁統計の機

構が整儀されてきた結果，現在においては，中央

統計機構として，総理府統計局，厚生省大痘官房

統計情報部，農林水産省経済局統計情報部，通商

産業省大臣官房調去を統計部，運輸省大臣官房調査

統計部，労{動省、大臣官房統計情報部をはじめとし

て，多くの省庁に統計主管課が設けられており，

当該省庁の所管分野について統計調査の企画，実

施等の業務を行なっている.

また，地方統計機構として，各都道府県に統計

主管課が，市区町村に統計主管課，係または統計

相当職員が置かれており，国の委託にもとづき，

センサス等の大規模な調査の実施に当たるほか，

当該地方公共団体の単独調査の企掛，実施を行な

っている.そのほか，都道府県では，衛生および

民生主管課，教育委員会等が所管行政に関する統

計業務を担当しており，国の地方支分部局も，当

政省庁の所掌する統計調査の実査闘を担当してい

る.

これら，菌，地方公共団体において統計業務に
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度の改善発達に関する基本的事項の企画，②統計

調査の審査，基準の設定および総合調整，③地方

公共団体の長または教育委員会に対する統計機関

の機構，定員および運営に関する連絡，勧奨，④

統計知識の普及，宣伝，⑤国際統計事務の統轄，

⑥アジア統計研修所における研修の実施に関する

協力，⑦その他統計の改善発達に関する事務など

のほか，統計法および統計報告調整法の施行に関

する事務を所掌しており，その組織としては，行

政管理局に統計に関する事務を総括整理する職と

して統計主幹が置かれ，その下で 2 課(統計企画

課，国際統計課)， 3 審査官および国際研修協力官

がこれらの事務を分掌している.また，行政管理

庁の附属機関として，統計審議会が賢かれており，

長官の諮問に応じ，統計調査の審査，基準の設定

および総合調整ならびに統計報告の調整に関する

重要事項を調査審議し，ならびにこれらの事項に

関し長官に建議している.

対

従事する職員の数は約 2 万2000人であるが，この

ほか，調査対象に調査票を配付・収集する者とし

て統計調査員が置かれる統計調査においては，個

個の統計調査ごとに統計調査員が任命されてい

る.

以上に述べた官庁統計の機構および調査の系統

を図示すると図のとおりであり，各省の行なう統

計調査の総合調整機関として行政管理庁が機能し

行政管理庁は，わが国における統計および統計

制度の改善発達を図るための総合調整機関とし

て，行政管理庁設置法(昭和23年法律第77号)，統

計法(昭和22年法律第 18号)および統計報告調整法

(昭和27年法律第 148 号)にもとづく業務を行なっ

ている.各省庁の統計主管部局のように実際に統

計を作成する機関ではなく，①統計および統計制

官庁統計における行政管理庁の役割

ている.

3. 
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そこで，官庁統計における行政管理庁の役割に

重点をおきつつ，行政管理庁の統計業務につい

て，その内容を以下略述することとする.

(1) 指定統計の指定および承認

統計法は，統計の真実性を確保し，統計調査の

重複を除き，統計の体系を整備し，および統計制

度の改善発達を図ることを目的とする法律である

が，政府または地方公共団体が作成する統計の中

で，わが国の統計体系上，重要な位置を占めるも

のを行政管理庁長官が指定し，公示することとし

ており，これを「指定統計」と名づけている.指

定統計調査の実施者は，統計の真実性の確保等の

観点から，国民に申告義務を課し，立入検査や質

問を行なうことができるが，他方，申告者の秘密

を守るため，調査関係者に申告者の秘密の保護義

務を課しており，また，指定統計を作成するため

に集められた調査票は，行政管理庁長官の承認を

得た場合のほかは当該統計作成目的以外に使用で

きないこととなっている.

昭和22年に指定統計第 1 号として国勢調査が指

定されて以来現在までに 135 の統計が指定されて

おり，毎年50-60の指定統計調査が実施されてい

るが，この指定統計調査の実施に当たって，調査

実施者は，あらかじめその調査の目的，事項，範

囲，期日，方法，集計事項，集計方法，結果の公

表の方法等の事項について行政管理庁長官の承認

を得なければならないことになっている.

なお，統計法の目的を果たすためには，国や地

方公共団体などの作成する統計を広く把握してお

く必要があり，そのため，指定統計以外の統計に

ついても，つぎに述べるように統計報告の徴集に

ついて行政管理庁長官の承認を得た場合を除き，

固または都道府県などが，政令で定める一定範囲

の統計調査を行なう場合には，その調査内容を行

政管理庁長官に届け出ることとし，必要によって

は，長官は，この届出に係る調査の変更または中

止を求めることができることとされている.

1979 年 2 月号

(2) 統計報告の徴集の網整

統計報告の作成に伴う国民の負担を軽減し，行

政事務の能率化を図る見地から，統計報告調整法

は，国の行政機闘が 10以上の人または法人その他

の団体から報告様式を示して統計報告の徴集を行

なおうとする場合，行政管理庁長官の承認を受け

なければならないと規定しており，行政管理庁長

官は各省庁から申請のあった統計報告について，

その徴集が統計技術的にみて合理的であるか否

か，他の統計報告の徴集との間で調整の必要はな

いか等について審査を行なう.統計報告の徴集に

ついて承認を受けた各省庁の長は当該報告様式に

行政管理庁長官の承認期間および承認番号を示す

こととなっているが，ちなみに，昭和52年の承認

件数は年間 452 件となっている.

(3) 統計調査計画の審査

行政管理庁においては， (1), (2) で述べたよう

に指定統計調査の承認および統計報告徴集の承認

に当たって，統計技術的な審査のほか他の統計調

査との調査内容の重複の排除に努めるなど統計調

査聞の調整を図っている.

これに加え，調整を一層効果的に行なうため，

毎年各省庁の次年度の歳出予算概算要求時に，各

省庁の次年度における統計事業計画の内容を把握

し，これに対する意見を財政当局に提出している.

(4) 統計基準の設定

各種の統計を比較し，相互に関連づけて利用す

るためには，それらの統計が同ーの基準の下で作

成されていることが必要であり，そのため，行政

管理庁においては各種の標準統計分類や地域コー

ド等の統計基準の設定に努めている.

日本標準産業分類は，事業所において行なわれ

ている経済活動の種類を体系的に区分したもので

あり，昭和24年に設定され，その後数次の改訂を

経て現在に至っている.

日本標準職業分類は，個人の行なっている仕事

の種類を区分したものであり，昭和35年に設定さ

れ昭和45年に改訂が行なわれている.

63 © 日本オペレーションズ・リサーチ学会. 無断複写・複製・転載を禁ず.



そのほか，日本標準商品分類(昭和25年設定) , 

日本標準建築物用途分類(昭和25年設定)，疾病，

傷害および死因の統計分類(昭和25年設定)，統計

に用いる都道府県等の区域を示す標準コード(昭

和45年設定)等が作成されている.

なお，消費者物価指数など各種の経済指数の比

較利用の便宜のため，指数の基準年次およびウェ

イト時期の統ーを図っている.

(5) 産業連関衰の調整

産業連関表は，国民経済において，一定期聞に

行なわれた財貨およびサービスの産業相互間等の

取引の関連を示すものであり，国民所得統計等と

同様，加工統計のうち重要な地位を占めている.

産業連関表の作成に当たっては，各種の統計を

総合的に駆使することから，関係 11省庁が共同作

業を行なっており，行政管理庁は，昭和30年以降

その調整に当たっている.

(6) 地方統計機構の整備

都道府県， 市町村の地方統計機構は， 国勢調

査，事業所統計調査，工業統計調査，農林業セソ

サスなどの国の委託統計調査の実施を担当してい

るだけでなく，独自に統計事業を実施して地域統

計の整備を行なうなど，わが国の統計において重

要な役割を果たしている.

行政管理庁では，都道府県の統計主管課におい

て国の委託統計調査に従事する職員の人件費を行

政管理庁の予算に計上し(昭和 53 年度予算定数

2875人)，各都道府県に委託費として交付してい

る.市区町村の統計専任職員については，前述の

ように地方交付税制度の中で措置されることとな

っているが，行政管理庁においては市区町村統計

機構の強化を図るため，昭和38年度から市区町村

統計職員を対象とする地方統計職員業務研修を実

施している.

また，都道府県の統計職員についても，昭和53

年度から，都道府県統計職員研修を行なっている.

(7) 統計調査員の確保等

国や地方公共団体の統計職員のほか，統計調査
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実施上重要な役割を果たしているものとして統計

調査員がある.統計調査員は，統計調査ごとに任

命され，調査票の配布，収集等の業務に従事して

いる.

行政管理庁においては，統計調査員制度につい

て，企画調整業務を行なっており，その一環とし

て統計調査員手当等各省庁の共通経費について統

一要求の調整，統計調査員の身分の統一，統計調

査員の確保対策の推進等の業務を実施している.

このうち，統計調査員の確保対策事業について

は，昭和47年度に東京都，大阪府，愛知県に統計

調査員の登録制度を開始したが，その後，事業実

施地域および事業内容の充実を図り，現在，人口

10万人以上の市を対象に統計調査員の登録，研修

事業を行なっている.

また，統計調査員が統計調査員としての職務に

起因して事故に遭った場合，地方公務員災害補償

法にもとづき都道府県が補償しているが，国の委

託統計調査に従事することによって起こった事故

については，本来，国が補償すべきであるとの考

えにより，昭和45年度以降，行政管理庁に統計調

査員事故対策費が計上され，都道府県知事の請求

に応じて審査の上，統計調査員の公務災害補償費

を交付している.

(8) 統計知識の普及・嗣査環境の整備

昭和48年の閣議において，統計の重要性に対す

る国民一般の関心と理解を深め，統計調査に対す

る国民のより一層の協力を推進するため，毎年10

月 18日を「統計の日」と定め，この日を中心とし

て統計功労者の表彰，展示会の開催等各種行事を

全国的に実施することとされた.

行政管理庁は，この日を中心に，関係省庁およ

び地方公共団体と協力して各種の行事を行なうほ

か，統計知識の普及広報に努めている.

なお，近年，統計調査に対する非協力等が増加

しているので，統計調査環境の改善を図るため，

昭和52年度以降，調査対象事業所等を対象に統計

調査に対する理解と協力を求めるための説明会を
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|潟催するとともに，各都道府県の統計主管課に統

計相談窓口を設置する等，統計環境整備事業を推

進している.

(9) 国際統計事務の統轄

わが国は，昭和27年 12月に「経済統計に関する

国際条約」の当事国となり，昭和31年 12月には国

際連合へ加入し，国際連合統計局およびアジア太

平洋経済社会理事会(ESCAP) 事務局を通じて，

統計に関する国際協力を行なう義務を負うことと

なった.また，昭和39年 4 月には経済協力開発機

構 (OECD) に加盟し，その活動の基礎となる統

計情報提供の義務を果たすこととなった.

行政管理庁は，わが国における国際統計事務の

統轄機関として，国際機関および諸外国との統計

情報交換の窓口としての機能を果たしているほ

か，統計に関する国際会議への参加，国際的な統

計基準，改善勧告等の利活用の推進，来日統計専

門家，研修生等の受入れ等の業務を行なってい

る.

また，昭和45年に東京に設置されたアジア太平

洋統計研修所に対し，行政管理庁を主体として，

その設立，運営に協力している.

(10) 統計審議会

統計審議会は，前述のように行政管理庁長官の

諮問に応じ，統計調査の審査，基準の設定および

総合調整ならびに統計報告の調整に関する重要事

項を調査審議し，ならびにこれらの事項について

長官に建議する機関であり，行政管理庁の附属機

関として設置されている.その構成は統計に関し

学識経験のある者 7 人，行政機関および都道府県

の統計主管部局を代表する者 7 人，統計の利用者

を代表する者 4 人，合計18人の内閣総理大臣の任

命する委員からなっており，その審議状況をみる

と，審議会が発足した昭和27年 8 月から昭和日年

12月までの聞に 315 回開催されており，諮問に対

する答申は 188 件，建議 5 件である.

なお，統計審議会には，専門の事項を調査する

ため部会が置かれており，現在，統計開発部会，

1979 年 2 月号

統計制度部会，人J1・労働統計部会，農林水産統

計部会，鉱工業・建設統計部会，運輸・流通統計

部会，企業統計部会，同民生活・社会統計部会，

調査技術開発部会，分類部会，経済指標部会，国

民経済計算部会，情報処理部会が設置されてい

る.

4. 今後の課題

近年，社会経済の変化に対応して統計に対する

需要はますます増大しており，これに伴って，統

計調査の内容も複雑かつ高度化する傾向にある.

このことは，他方において報告者である国民の負

担が増大することとなり，統計調査の実施が困難

になるなど統計調査をめぐる環境は厳しいものと

なっている.

これに対処するためには，一方において統計需

要の増大に応えつつ，他方において国民の負担桶

を招かないように努め，統計利用の推進，統計調

究結果の還元等を通じて，国民の統計調査に対す

る理解と協力を求めていくことが必要である.

このためには，統計調査の審査および総合調整

の充実強化， 時代の要請に即した各種統計の整

序，体系化，各省庁の保有する行政記録の統計化

の検討，統計用地域基準の設定に関する調査研究

の推進，磁気テープ，マイクロフィルム等新媒体

を用いた統計調査結果の早期公表の検討，地方統

計機構の充実強化，統計調査員確保対策事業の拡

充，統計の啓蒙普及の推進等，行政管理庁の各種

業務を通じて，総合的に，当面するこれらの困難

な課題に取り組んでし、く必要がある.

もとより，このような課題は，一朝一夕で解決

できるものではないので，関係行政機関，地方公

共団体等の統計関係者の協力を得つつ，地道な努

力を積み主主:ねてし、く所存である.

(たしろ・ふみとし 1927年生行政管理庁行政管開

局統計企問課)
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